
 

 

 

 

 

 

生活保護と賃貸 

私は入社して４年目になる営業です。おもに川崎エリアにて業務を行っているのですが、

駅から近くにお店を構えていることもあって、日々、たくさんのお客様がご来店をされま

す。お客様の数だけ、お部屋探しを致しますが、今回はその中でも生活保護の方について

お話し致します。 

 

■生活保護制度 

 目的：生活保護制度は、生活に困窮する方に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康

で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的としています。 

 条件：身体的、精神的等なんらかの事情で働けなくて困っている。経済的援助を受けられる身寄りが

ないか頼る親族がいない。貯金・資産などを持っていない等。 

住宅扶助額上限額 

 横浜・川崎 神奈川県（横浜・川崎以外） 

単身世帯 ５３，７００円 ４６，０００円 

２～６名 ６９，８００円 ５９，８００円 

７名以上 ８３，８００円 ７１，８００円 

 

■平成２６年５月川崎市の生活保護の動向 

 川崎市に関して言えば、全人員数約 68.6 万人に対して、保護人員数 32,720 人になり、表にも 

記載してありますが、保護率が 2.24%になり 100 人に 2人は生活保護を受給していることになります。 

エリアを絞っておりますが、高津区の全人員数約 22.4 万人に対して保護率 1.79%、宮前区 22.4 万人に 

対して 1.56%、多摩区 11 万人に対して 1.84%、麻生区 7.4 万人に対して 1.17%と 100 人に 1人以上は 

受給しています。 

ちなみに、横浜市は全人員数約 369 万人に対して、保護人員数は 69,906 人。やはり、保護率は 1.89％に

及び、100 人に 1人～2人は生活保護を受給していることになります。 
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ここまで来ると、立派な市場です。生活保護の入居を断ってもいられない時代になってきたのです。 

やはりそれでも入居させるのにはリスクが生じます。私の経験談にはなりますが、生活保護の方は、本

当の事を言ってくれるまでに時間が掛かります。勿論、最初から素直に全ての事情を話してくれる人も

いますが、大抵の方は、隠したがります。慣れない頃は、お部屋探しの条件を聞く中で、希望賃料の上

限が５万３千円まででお願いしますと言われ、中途半端な設定金額だなと思って接客していましたが、

先輩に「生活保護だよ」と教えて頂いたこともありました。 

最近では、お店に入って来た時の雰囲気といいますか、違和感で何となく察するようになりましたが。 

私が生活保護の方を接客する上で必ず聞いていることがあります。 

○ どうして生活保護を受給することになったのか。 

  ⇒身体的な理由。 

  ⇒精神的な理由。 

  ⇒それ以外のなんらかの事情。 

  

○ 生活保護決定通知書を取得しているのか。相談・申請しているだけなのか。 

  ⇒取得済みなら、提示していただく。 

  ⇒申請中の場合は、役所の担当者の名前・連絡先を聞き、担当者に直接現状確認をする。 

 

これらの質問は、オーナー様に相談する際の安心材料を確保する為です。「この人だったら入居してもト

ラブルの発生するリスクは最小限です安心して下さい」と提案する為です。また、役所から直接入金さ

れる代理納付制度がございますので、代理納付制度を利用すると滞納のリスクは無くなります。注意点

としましては、共益費等の代理納付が出来ませんので、賃料に組み込むなどの対応で滞納を回避する必

要があります。 

生活保護の受給に至る事情を聴く中で、本当に生活に困っている方は、ごく一部の方

のみです。また、そういう方はプライドが高いので、社会復帰欲が物凄く強いです。

先日、ご案内した方はご夫婦でしたが、入居して３ヶ月も経たない頃突然ご来店され

まして、「仕事が見つかり軌道に乗れそうです、早く生活保護から脱却したい」と報告

にいらっしゃいました。 

一方、30 代の男性でしたが、仕事を辞めて次の仕事がなかなか見つからないので役所

に相談しに行ったら、「とりあえず
．．．．．

生活保護を受けましょうと勧められ・・・」、決定

通知書を持ってきた人もいました。 

 

 生活保護制度の利用者数が、現行制度が発足した 1950 年以来最多数を更新し続けている中、人気お笑

いタレントの母親が生活保護を利用していた、いわゆる「扶養問題」を契機として、生活保護法の改正

がされました。調査も厳しくなり、今までは資産と収入のみでしたが、新たに仕事や求職活動・支出の

状況・自動車の保有や年金の受け取り状況・経済的に余裕がある親や子、兄弟姉妹がいるような場合に

は、養えるかどうかの報告を親族に求めることが出来るようになりました。 

とは言え、これからも受給者の数は増加していくはずです。最終的に判断をするのはオーナー様になり

ますが、判断を下す中で安心材料の提供をすることにより、少しでも満室になるきっかけに繋がれば今

後の展開も変わってくるのではと思います。その中で、オーナー様に安心していただけるような入居者

を見極め、空室対策を推し進められるよう努力してまいります。 

賃貸事業部 山田 誠治 


